
１．貸借対照表
（単位：千円）

（資産の部）

Ⅰ． 流 動 資 産 Ⅰ． 流 動 負 債

現 金 預 金 12,560,907 買 掛 金 12,098,462

供 給 未 収 金 11,336,002 会 員 生 協 預 り 金 16,723,097

有 価 証 券 2,000,000 短 期 リ ー ス 債 務 4,366

商 品 2,109,259 未 払 金 912,749

貯 蔵 品 15,106 未 払 法 人 税 等 12,058

前 渡 金 1,000 未 払 消 費 税 等 93,056

前 払 費 用 29,861 未 払 費 用 183,627

会 員 生 協 未 収 金 1,972,821 前 受 金 321,348

立 替 金 1,856,491 預 り 金 5,606,354

短 期 貸 付 金 401,753 賞 与 引 当 金 122,818

未 収 金 1,054,435 流 動 負 債 合 計 36,077,941

貸 倒 引 当 金 △ 38,139

流 動 資 産 合 計 33,299,501

Ⅱ． 固 定 資 産 Ⅱ． 固 定 負 債

１． 有 形 固 定 資 産 長 期 リ ー ス 債 務 1,565

建 物 及 び 附 属 設 備 908,084 預 り 保 証 金 57,607

減 価 償 却 累 計 額 △ 472,751 資 産 除 去 債 務 35,947

435,333 退 職 給 付 引 当 金 1,640,605

構 築 物 3,587 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 28,413

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,569 固 定 負 債 合 計 1,764,140

17 負 債 合 計 37,842,081

機 械 装 置 6,990

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,990

0

車 両 運 搬 具 698

減 価 償 却 累 計 額 △ 698

0

器 具 備 品 143,581

減 価 償 却 累 計 額 △ 128,103

15,477

リ ー ス 資 産 19,848

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,785

5,062

土 地 1,348,805

有 形 固 定 資 産 合 計 1,804,696

２． 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 12,026

ソ フ ト ウ ェ ア 1,493,002

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 13,660

そ の 他 無 形 固 定 資 産 0

無 形 固 定 資 産 合 計 1,518,689

Ⅰ． 会 員 資 本

３． そ の 他 固 定 資 産 会 員 生 協 出 資 金 4,899,690

関 係 団 体 等 出 資 金 299,680

関 係 団 体 出 資 金 42,540

子 会 社 等 株 式 257,140

長 期 保 有 有 価 証 券 2,898,000

長 期 貸 付 金 14,578 Ⅱ． 剰 余 金

差 入 保 証 金 138,429

長 期 前 払 費 用 2,158 当 期 未 処 理 損 失 金 1,916,039

長 期 預 金 850,000 （ う ち 当 期 剰 余 金 ） （ 422,988 ）

そ の 他 固 定 資 産 合 計 4,202,846 剰 余 金 合 計 △ 1,916,039

固 定 資 産 合 計 7,526,231 純 資 産 合 計 2,983,650

資 産 合 計 40,825,732 負 債 ・ 純 資 産 合 計 40,825,732

（注）千円単位未満を切り捨ててあるため、合計とは一致しないものがあります。

資産の部 金　　　　額 負債・純資産の部

（純資産の部）

金　　　　額
（負債の部）

貸 借 対 照 表
2026 年 2 月 28 日 現 在

Ⅱ．決算関係書類 
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２．損益計算書

（単位：千円）

Ⅰ．

93,646,504

Ⅱ．

2,449,443

91,381,951

合 計 93,831,395

2,109,259 91,722,135

1,924,368

Ⅲ．

3,091,573

745,758

1,485,042 5,322,374

7,246,743

Ⅳ．

2,782,852

4,155,708 6,938,560

308,182

Ⅴ．

117,695

144,982 262,677

Ⅵ．

54,556

72,525 127,081

443,777

Ⅶ．

440 440

Ⅷ．

9,171 9,171

税 引 前 当 期 剰 余 金 435,046

法 人 税 等 12,058

当 期 剰 余 金 422,988

当 期 首 繰 越 損 失 金 2,339,027

当 期 未 処 理 損 失 金 1,916,039

（注）千円単位未満を切り捨ててあるため、合計とは一致しないものがあります。

損 益 計 算 書

自 2025 年 3 月 1 日 至 2026 年 2 月 28 日

事 業 経 費

供 給 高

供 給 高

供 給 原 価

期 首 商 品 棚 卸 高

当 期 商 品 仕 入 高

期 末 商 品 棚 卸 高

供 給 剰 余 金

事 業 収 入

会 員 業 務 受 託 費 収 入

供 給 事 業 手 数 料 収 入

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 手 数 料 収 入

事 業 総 剰 余 金

固 定 資 産 売 却 益

人 件 費

物 件 費

事 業 剰 余 金

事 業 外 収 益

受 取 利 息

雑 収 入

事 業 外 費 用

支 払 利 息
雑 損 失

経 常 剰 余 金

特 別 利 益
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３．注記
（１）重要な会計⽅針に係る事項に関する注記
①有価証券の評価基準と評価⽅法

満期保有⽬的の債券…償却原価法（定額法）
⼦会社株式…総平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等は総平均法による原価法
市場価格のない株式等以外のものは決算⽇の市場価格等にもとづく時価法

②棚卸資産の評価基準及び評価⽅法

・流通センター(⼀般商品)

・ケータリング部⾨

・⼿配センター（主催）
・トラベルセンター（乗⾞券類）
・⾷堂部⾨（⾷材）
・⼿配センター

③固定資産の減価償却の⽅法
有形固定資産 定率法。

ただし、1998年4⽉1⽇以後の取得建物及び2016年4⽉1⽇以後
に取得した建物及び附属設備・構築物については定額法。
なお、主な耐⽤年数は次のとおりです。
建物 １０〜５０年
構築物 １０〜１５年
機械装置 ８年
器具備品 ３〜２０年

リース資産 定額法。所有権移転外ファイナンス・リース取引で、
耐⽤年数はリース期間とし残存価額はゼロとします。

無形固定資産 定額法。
なお、ソフトウェアは、利⽤期間（5年）に基づく定額法。

④引当⾦の計上基準
貸倒引当⾦

（１）⼀般債権…過去の貸倒実績率
（２）貸倒懸念債権…個別に回収可能性を勘案し、回収不能⾒込

額を計上しています。
（３）破産更⽣債権等…同上

賞与引当⾦ 職員・嘱託に対して⽀給する賞与の⽀出にあてるため、⽀給⾒込
額による当期負担額を計上しています。

主な部⾨
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの⽅法により算定）

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの⽅法により算定）

債権の貸倒損失に備えるため、債権を３つに分け、それぞれ以下
の基準により計上しています。

最終仕⼊原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの⽅法により算定）

評価基準及び評価⽅法

・ダイレクトＰC（DELLコンピュ-タ等代理販売）
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退職給付引当⾦ 退職給付に関する注記に記載しています。
役員退職慰労引当⾦ 役員の退職慰労⾦の⽀給に備えて、期末要⽀給額相当額を計上

しています。

⑤収益及び費⽤の計上基準
当連合の会員⽣協との契約から⽣じる収益は、主に会員⽣協からの会費収⼊、会員⽣協

に対する商品やサービスの提供によるものです。
会費については、当連合の事業を実施するうえで必要な経費にあてるために定款と会員

規約に基づきすべての会員⽣協が負担しており、当該会費収⼊に対応した期間に収益を認
識しています。

商品やサービスの提供に関しては、会員⽣協との契約に基づいて、商品やサービスを引
き渡す義務を負っており、当該履⾏義務は、商品やサービスを引き渡す時点において会員
⽣協が当該商品やサービスの⽀配を獲得し、履⾏義務が充⾜されると判断できることから
主として当該商品またはサービスの引き渡し時点で収益を認識しています。

なお、商品やサービスの提供のうち、当連合が代理⼈に該当すると判断したものについ
ては、会員⽣協から受け取る対価の総額から仕⼊先に対する⽀払額を差し引いた純額で収
益を認識しております。

（２）貸借対照表に関する注記
①保証債務

株式会社ビューカードとの取引に対する債務保証
群⾺⼤学⽣活協同組合

②⼦法⼈等及び関連法⼈等に対する⾦銭債権または⾦銭債務
短期⾦銭債権
⻑期⾦銭債権
短期⾦銭債務
⻑期⾦銭債務

③資産にかかる減損損失累計額
有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額332千円が含まれています。

（３）損益計算書に関する注記
①供給原価

通常の供給⽬的で保有する棚卸資産の収益性低下による簿価切り下げ額（洗替法による
戻⼊額相殺後）は次のとおりです。
供給原価

6,000千円

8,873千円
3,000千円

101,142千円
5,690千円

△19,425千円
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②事業外収益
 ⅰ）雑収⼊に計上している主な内容
   渋⾕⼟地賃貸による収⼊
   未請求買掛⾦の整理

③事業外費⽤
 ⅰ）雑損失に計上している主な内容
   全国⼤学⽣協連(事業センター)MS365精算予定額
   全国⼤学⽣活協同組合連合会保有部分の転貸費⽤

④⼦法⼈等及び関連法⼈等との取引⾼
   ⼿数料収⼊
   事業取引以外の取引⾼

⑤法⼈税等は、住⺠税が含まれています。

（４）退職給付に関する注記
１）採⽤する退職給付制度
  当連合では、職員の退職により⽀給する退職給付に充てるため、退職⼀時⾦制度、確定
 給付型企業年⾦制度を採⽤しています。

２）退職給付債務の計上
  職員の退職により⽀給する退職給付に備えるため、当期における退職給付債務（退職⼀
 時⾦制度は簡便法による⾃⼰都合退職要⽀給額、企業年⾦制度は簡便法による直近の責任
 準備⾦を採⽤）及び年⾦資産の⾒込額をもとに計算した⾦額を退職給付引当⾦として計上
 しています。

３）簡便法を適⽤した確定給付制度に関する事項
 ①簡便法を適⽤した制度の退職給付引当⾦の期⾸残⾼と期末残⾼の調整表
     退職給付引当⾦の期⾸残⾼

退職給付費⽤
移籍者の受⼊額
退職給付の⽀払額
制度への拠出額

        退職給付引当⾦の期末残⾼

△175,456千円

123,090千円
45,049千円

16,351千円

11,324千円
55,000千円

35,027千円
17,163千円

△50,523千円

35,344千円

1,640,605千円

1,698,446千円
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②退職給付債務及び年⾦資産と貸借対照表に計上された退職給付引当⾦の調整表
積⽴型制度の退職給付債務
年⾦資産
貸借対照表に計上された負債と資産の純額

退職給付引当⾦
貸借対照表に計上された負債と資産の純額

③退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費⽤

４）複数事業主制度に関する事項
この他に、職員については⽇⽣協企業年⾦基⾦に加⼊していますが、複数の事業主によ

り設⽴された企業年⾦である総合設⽴型基⾦のため退職給付債務等は計上していません。
なお、要拠出額を法定福利費として処理している複数事業主制度に関する事項は次のと

おりです。

①複数事業主制度の直近の状況
年⾦資産の額（2026年2⽉28⽇現在） 千円
年⾦財政計算上の数理債務の額(2025年3⽉31⽇現在) 千円
差引額 千円

②制度全体に占める当連合の加⼊者数割合(2026年2⽉分）･････････ 0.37%

③補⾜説明
数理債務は2025年3⽉末⽇時点、年⾦時価資産額は2026年2⽉末⽇時点の⾦額を使⽤して

期間に差が⽣じています。基準⽇時点における数理債務は当該期間分増加するものと予想
され、それを追加すると差引額は減少します。なお、2025年3⽉末時点の繰越剰余⾦は、
12,051,499,953円となっており、過去勤務債務残⾼はありません。

1,640,605千円

1,640,605千円
1,640,605千円

13,574,054

48,501,865
34,927,811

123,090千円

2,220,491千円
△579,886千円
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（５）税効果会計に関する注記
繰延税⾦資産の発⽣の主な原因別の内訳

繰延税⾦資産
繰越⽋損⾦
未払事業所税
賞与引当⾦
⼀括償却資産
資産除去債務
互助会繰越残⾼
退職給付引当⾦
役員退職慰労引当⾦
減損損失
電話加⼊権
その他
繰延税⾦資産⼩計
評価性引当額
繰延税⾦資産合計

繰延税⾦負債
資産除去債務固定資産
繰延税⾦負債⼩計
繰延税⾦資産の純額

（６）⾦融商品に関する注記
①⾦融商品の状況に関する事項
ⅰ）⾦融商品に対する取組⽅針

当連合では資⾦運⽤は預⾦及び⻑期保有有価証券で⾏い、資⾦調達は銀⾏借⼊により
⾏っています。⽣協法施⾏規則第198条に基づき、投機取引は⾏っていません。

ⅱ）⾦融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
事業債権である供給未収⾦は、会員⽣協の信⽤リスクに晒されています。当該リスク

に関しては、会員毎の未収⾦管理を⾏っています。
貸付⾦については、会員⽣協の信⽤リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

⽉次の⼊⾦確認を⾏うとともに、会員⽣協合意の上会員⽣協の現預⾦状況をシステムで
把握し、残⾼管理を⾏っています。

有価証券及び⻑期保有有価証券は、資⾦運⽤規程において国債、社債、元本に影響を
及ぼすリスクのない債券等に限定することで信⽤リスクの低減を図っております。

事業債務である買掛⾦・会員⽣協預り⾦・未払⾦及び預り⾦は、そのほとんどが１年
以内の⽀払期⽇です。

事業債務等は流動性リスクに晒されていますが、当連合では理事会で承認された資⾦
繰り計画に基づき、⽉次の資⾦繰り表を作成・更新することにより管理しています。

311千円

34,733千円

73千円

5,502千円

8,035千円
17千円

463,963千円

2,137,812千円
141千円

615千円
1,614,253千円

△9,380千円
△9,380千円

−

10,166千円

9,380千円
△2,128,432千円
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②⾦融商品の時価等に関する事項
2026年2⽉28⽇（当期の決算⽇）における貸借対照表計上額に関して、時価及びこれらの

差額があるものは以下のとおりです。
なお、市場価格のない⼦会社等株式（貸借対照表計上額 257,140千円）、関係団体出資⾦

（貸借対照表計上額 42,540千円）は次表には含めておりません。
また現⾦は注記を省略しており、帳簿価格を時価とみなすもの、帳簿価格と時価との差額

に重要性がないものは表⽰しておりません。

（注）満期保有⽬的の債券の時価は、取引⾦融機関からの参考価格を⽤いて算定しています。

（７）関連当事者との取引に関する注記
記載すべき重要な事項はありません。

（８）賃貸等不動産に関する注記
当連合では、東京都その他の地域において、⼟地及び建物等を賃貸⽤不動産として所有

しています。また当連合で使⽤している⼟地及び建物等の⼀部については、関係団体に賃
貸しているため、賃貸等不動産として使⽤される部分を含む不動産に関する貸借対照表計
上額、当期増減額及び時価は次のとおりです。

1,480,000

255,000

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額等を控除した⾦額です。
（注2）当期末の時価は「不動産鑑定評価基準」にもとづいて当連合で算定した⾦額です。

賃貸等不動産とし
て使⽤される部分
を含む不動産

225,943 △ 10,176 215,767

当期末の時価

賃貸等不動産 1,348,805 − 1,348,805

貸借対照表計上額
当期⾸残⾼ 当期増減額 当期末残⾼

(単位：千円）

(単位：千円）

⻑ 期 保 有 有 価 証 券
満 期 保 有 ⽬ 的 の 債 券

2,898,000 2,159,107

貸借対照表計上額 時価項⽬

△ 738,892

差額
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また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使⽤される部分を含む不動産に関する2026年
2⽉期における損益は次のとおりです。

その他
（売却損益等）

−

−

（注1）賃貸等不動産の賃貸費⽤は⼟地の共同所有に掛かる費⽤であり、事業外経費に計上
しています。賃貸等不動産として使⽤される部分を含む不動産の賃貸費⽤は減価償
却費、修繕費、⽔道光熱費、租税公課等であり、事業経費に計上しています。

（注2）賃貸等不動産として使⽤される部分を含む不動産には当連合が事務所等として使⽤
する部分は賃貸収益に含まれておりませんが、賃貸費⽤には当該部分に係る費⽤が
含まれております。

（９）収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は「（１）重要な会計⽅針に係る事項に関する

注記」の「⑤収益及び費⽤の計上基準」に記載のとおりです。

（１０）重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

(単位：千円）

賃貸等不動産 55,000 16,351 38,648

賃貸等不動産とし
て使⽤される部分
を含む不動産

25,836 22,220 3,616

賃貸収益 賃貸費⽤ 差額
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